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第1章 石狩水道ビジョン改定に当たって
●改定理由
・平成27年３月に石狩市水道事業が抱える
諸課題を抽出し、50年ほど先の水道のある
べき姿を見据え、水道の理想像を明示すると
ともに、その理想像を具現化するため10年
間の施策目標などを定めた「石狩市新水道ビ
ジョン」を策定し、今年度で10年目を迎え
ている。

・平成28年度には「石狩市水道事業経営戦
略」と「石狩市水道施設更新計画」の調整を
図り、更新基準の見直しなどによるコスト縮
減を踏まえ、中長期的な経営の取り組みや、
財政収支の見通しなどを明らかにするため、
計画期間を10年間とし、４年毎に計画の見
直し作業を行ってきた。

・さらに水道ビジョンと経営戦略は密接に関
連しているため、計画期間と見直し時期の同
一化により、合理的かつ効率的な計画とする
ことで、健全な経営を継続していくために
「石狩水道ビジョン2025-2034」として統合
し改定する。 １



第1章 石狩水道ビジョンの構成
第１章 石狩水道ビジョンの改定に当たって

位置付け
石狩市総合計画の個別計画
計画期間 令和７年度(2025)～令和16年度(2034)

特色
厚生労働省「新水道ビジョン」
北海道 「北海道水道ビジョン」

「水道整備基本計画」と整合
石狩市水道事業経営戦略を包含

第２章 石狩市水道事業の概要

・沿革や施設概要、給水人口等の基礎データを記載

第３章 水道事業の現状分析と課題

・旧ビジョンで掲げた理想像の実現方策の取り組みについての現状分析

と課題の洗い出し

・旧経営戦略についての現状分析と課題の洗い出し

第４章 将来の事業環境

・新計画の人口推計及び水需要予測

・新たな課題について外的環境と内的環境別に洗い出し

第５章 水道の理想像と目標設定

理想像
持続：いつまでも市民の近くにあり続ける水道
安全：いつ飲んでも安全で信頼される水道
強靭：災害に強くたくましい水道

第６章 推進する実現方策

目標設定

１ 安全で安定した水の供給確保
２ 水の供給体制の持続
３ 人材育成と組織力強化
４ 災害に強いライフラインの確保
５ 環境負荷の低減
６ 市民とのコミュニケーションの充実

第７章 経営戦略
・計画期間10年間の財政収支見通し

第８章 実現方策の進め方とフォローアップ
・毎年度、取り組み状況や方向性の評価と確認を行い、計画に基づき取り

組み目標と実現方策を推進し、実行予算に反映

実現方策 ・６つの目標設定に対し、効果的に実現するために
14項目44方策を示し、一定の目標期間を定める

・第３章及び第４章を踏まえ、理想像と取り組み目標を設定

２



第２章 石狩市水道事業の概要

・昭和４８年度に花畔水道事業を創設

・人口の急増による大規模開発など水
需要の拡大に対応するため、専用水道
や簡易水道事業を統合するなど７度の
拡張事業を実施

・現行の第７期拡張事業は、石狩西部
広域水道企業団からの水道用水供給や
厚田区、浜益区、濃昼の簡易水道事業
の統合により、一つの上水道事業とし
て現在に至る

・平成２５年４月より、当別ダムを水
源とした企業団からの受水を開始

【石狩市水道事業の沿革】

３



第２章 石狩市水道事業の概要

石狩市水道施設概要

石狩市の水道の体系図 石狩市水道事業給水区域図

４



第２章 石狩市水道事業の概要
【給水量と有収水量、有収率】【給水人口、給水戸数及び普及率】

５



第２章 石狩市水道事業の概要
【水道料金体系】【事業概要】

・配水管を布設年度や漏
水事故の発生割合などか
ら、優先度の高い順に地
震に強い水道管（耐震
管）へ更新

・浄配水場施設の配水ポ
ンプ等の機械設備、受変
電設備や計装設備等の電
気設備、フェンス等の外
構施設などを耐用年数や
修繕発生割合などから優
先度の高い順に更新

・従量料金については、主に一般家庭向けとなる13㎜と
20㎜では使用水量7㎥までの分は加算せず、8～20㎥と
21㎥以上で区分して加算することとし、25㎜以上では多
少に関わらず使用水量に応じて従量料金を加算

６



第３章 水道事業の現状分析と課題

①経営戦略と更新計画に基づき、計画的に更新工事を実施
②近隣事業者との施設共有などは、現状での実現は難しく、経営体制効率化を目
的としたソフト面での広域化の取り組みを実施
③水道の加入促進は、人口減少により期待できない状況であるが、普及率は高い
水準を維持
④水需要の減少を見据え、ダウンサイジングによる管路更新を実施し、人口の少
ない地域の施設の更新方法等の検討を実施

【持続】

・ 更新計画の見直し

・ 中期経営計画の見直し

【持続】

・ 近隣水道事業者とのソフト面での広域化推進

・ 各業務部門での共同化推進

・ 近隣水道事業者との人事交流の検討

【持続】

・ 現状把握と加入推進に向けた情報共有

【持続】

・ 水需要動向調査

・ ダウンサイジング・施設統合の検討

・ 多様な水供給方法の検討

旧ビジョン

　　２．水の供給体制の持続

① 計画的な事業運営の継続

②発展的広域化の推進

③未普及地区の解消

④効率的な施設配置の検討

3．1 持続
３．１．１水の供給体制の持続 現状分析

課 題

①経営戦略と更新計画の見直し年次を統合することにより、計画と実績との差異
を分析し、その結果を計画に反映
②実現可能な発展的な広域化の取り組みを検討
③高水準の水道普及率を維持と人口減少地域における維持管理対策
④各地区の水需要の動向に合わせた更新

７



第３章 水道事業の現状分析と課題

①外部委託やベテラン職員の活用、外部研修への参加による知識や技術の研鑽に
努めてきたが、内部での研修や維持管理マニュアル策定には至らず
②浄配水場施設の運転管理の第三者委託を実施し、水道施設の管理・運営体制の
強化を確立

3．1 持続
３．１．２人材育成と組織力強化 現状分析

【持続・安全】

・ 水道技術職員の確保

・ 人材育成・研修プログラム策定

・ 再任用職員の活用と維持管理マニュアルの整備

・ 研修参加の継続・水道事業体職員との情報交換

【持続・安全】

・ 第三者委託の検証

・ 各種業務委託の検証

・ 新たな民間活用の検討

旧ビジョン

　　３．人材育成と組織力強化

①技術基盤の確保

②持続可能な民間活用の推進

課 題

①水道事業を安定して持続するために、技術の継承による人材の確保、育成
②業務を監督、指導する市職員の知識と技術力の維持向上と水道事業の効率的な
持続のための新たな民間活用の推進

８



第３章 水道事業の現状分析と課題

①更新時ダウンサイジングによる工事費用の削減、重要給水施設配水管への配ポ
リ管の採用、新電力への契約変更、検針業務の民間委託とそれに伴う職員削減、
有収率向上を目的とした漏水調査などによるコスト縮減対策を実施したが、省エ
ネ対策については、大きな効果を発揮できるには至っていない

3．1 持続
３．１．３環境負荷の低減 現状分析

課 題
【持続】

・ コスト縮減策や最新技術の調査や導入

・ 更新時の省エネ機器導入

・ 漏水調査実施

旧ビジョン

　　５．環境負荷の低減

①コスト縮減と省エネルギー化対策

①新たな視点でのコスト縮減の検討や脱炭素社会への対応

３．１．４
市民とのコミュニケーションの充実

【持続】

・ 市民アンケート実施

・ HPの充実と情報ツールの活用

・ 子供たちへの特別授業

旧ビジョン

　　６．市民とのコミュニケーションの充実

①市民との情報の共有化

現状分析

課 題

①ホームページによる水道事業の情報の公開や、市内各所のイベントでの給水車
による応急給水体験など、水道への興味を持ってもらう取り組みを実施

①水道への理解を深めてもらうためのより積極的なPR活動

９



【安全】

・ 給水装置の管理についてのPR

・ 指定給水装置工事事業者への監督・指導

旧ビジョン

③給水装置における事故の防止

　　６．市民とのコミュニケーションの充実

第３章 水道事業の現状分析と課題

①「水安全計画」の定期的な検証による運用と水質検査結果を年２回公表
②水源の状況を監視し、水源水質にあった適切な浄水処理を実施
③「水質検査計画」による検査結果に基づいた、安全で信頼できる水道水を提供
④貯水槽設置者への助言や指導の実施と直圧直結給水や増圧直結給水方式を推奨

3．2 安全
３．２．１
安全で安定した水の供給確保

現状分析

課 題
①水質基準の追加や変更に対応するため水安全計画の定期的な検証
②大雨の影響による水源の濁水等への対応や継続した水源周辺の監視
③水質管理を行う人材の確保と育成
④貯水槽設置者に対する適正管理の呼びかけと直結給水方式の普及・促進

【安全】

・ 水安全計画の実践と検証

・ 水質検査結果公表頻度の見直し

【安全】

・ 具体的水質事故を想定した対策

・ 水源周辺地域の監視継続

【安全】

・ 水質検査結果の評価

・ 必要な対策を実施する体制維持

・ 水質管理を担う人材育成

【安全】

・ 貯水槽対策の策定・実施

・ 直結給水方式普及のPR

旧ビジョン

　　１．安全で安定した水の供給確保

①安全で信頼される水道による安定供給の継続

②水源環境の保全と水質事故の防止

③適切な水質管理の継続

④貯水槽水道施設の管理体制強化

３．２．２
市民とのコミュニケーションの充実 現状分析

③給水管の老朽化による漏水事故やさび等による赤水の問い合わせが増加

課 題

③給水装置の適正管理に対する設置者（市民等）へのPR 10



第３章 水道事業の現状分析と課題

①計画的な基幹水道施設の耐震化と花川北地区の重要給水施設配水管・管路更新
工事による耐震化の実施及び基幹施設の自家発電機設備の増強・更新の実施
②災害時の燃料の確保や資機材調達などの協定締結や近隣事業体との応急給水訓
練などの実施

3．3 強靭
３．３．１
災害に強いライフラインの確保

現状分析

課 題
①経営状態を踏まえた管路の耐震化の実施と耐震化の必要性についての情報発信
及び漏水による被害を最小限に抑えるための管網やバルブ配置の整理
②災害時対策に関する協定や各種災害マニュアルを実効的に運用するための定期
的な見直しと応急給水訓練の実施及び緊急貯水槽などの整備について検討

【強靭】

・ 管路更新・重要給水施設配水管整備（花川北地区）

・ 基幹施設耐震化（厚田浄水場、浜益浄水場）

【強靭】

・ 緊急貯水槽など応急給水拠点の整備

・ 危機管理マニュアル見直し

・ 関係者間の災害訓練実施

・ 資機材等の調達・流通経路の調査

　　４．災害に強いライフラインの確保

① 基幹施設と管路網の耐震化

②   応急給水の確保と応急給水体制の整備

旧ビジョン

●管種別耐震化率
●管路の耐震化率

11



第３章 水道事業の現状分析と課題
3．3 強靭
３．３．２
市民とのコミュニケーションの充実

現状分析
②給水車や組立て式の給水タンクを購入し、災害対策への備えを進める

課 題

②応急給水拠点などの整備の検討と利用者へ災害対策への情報発信、市民との共
同防災訓練の実現【強靭】

・ 災害対策の情報発信と市民との共同訓練

旧ビジョン

　　６．市民とのコミュニケーションの充実

②災害対策に関する市民との情報の共有化

●給水車 ●組立て式給水タンク ●給水袋

12



第３章 水道事業の現状分析と課題
3．４ 経営の現状分析と課題

現状分析
〇有収水量の減による給水収益の減、物価高騰等による費用増加により、経常収支比率は100％未満となり欠損金
が発生したが、利益積立金による補填可能
〇流動比率は100％を上回り、支払い能力に問題はない
〇企業債残高対給水収益比率は、類似団体より高いが減少傾向にあり、計画的に建設投資を行い、企業債の発行
を抑制している効果がみられる

流動比率（％）：短期的な債務に対する支
払能力を表す指標

累積欠損金比率（％）：営業収益に対す
る累積欠損金（営業活動により生じた損失
で、前年度からの繰越利益剰余金等でも補
塡することができず、複数年度にわたって
累積した損失のこと）の状況を表す指標

経常収支比率（％）：当該年度において
、給水収益や一般会計からの繰入金等の
収益で、維持管理費や支払利息等の費用
をどの程度賄えているかを表す指標

企業債残高対給水収益比率（％）：
給水収益に対する企業債残高の割合であ
り、企業債残高の規模を表す指標

（１）経営の健全性・効率性①

13



第３章 水道事業の現状分析と課題
3．４ 経営の現状分析と課題

現状分析
〇地理的に送水に必要な配水場などの施設が多く、配水管の布設延長に対する住宅密度が低いなどの要因により事業費が割高とな
っており、給水原価が類似団体の２倍程度と高い
〇料金回収率も類似団体より低く100％を下回っているが、一般会計からの繰入金（繰出基準内）により経営の安定を図っている
〇有収率も類似団体より低く、無効水量のほか管路や給水装置からの漏水の影響が考えられ、管路更新を実施するとともに漏水調
査等の対策を継続する必要がある
〇令和３年３月使用分からの料金の実質値下げにより、経常収支比率、企業債残高対給水収益比率、料金回収率は低下

有収率（％）：施設の稼動が収益につながっ
ているかを判断する指標

給水原価（円）：有収水量１㎥当たりについて、どれ
だけの費用がかかっているかを表す指標

料金回収率（％）：給水に係る費用が、どの
程度給水収益で賄えているかを表した指標であり
、料金水準等を評価することが可能

（１）経営の健全性・効率性②
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第３章 水道事業の現状分析と課題
3．４ 経営の現状分析と課題

現状分析

〇有形固定資産減価償却率は、類似団体と同様に年々上昇し、年数の経過とともに老朽化の進展がうかがわれる
〇管路経年化率は低下傾向であり、計画的に更新事業を実施している効果がみられる
〇管路更新率は、管路だけでなく施設設備も含め計画的に更新事業を実施しており、近年は施設設備への更新を
優先しているため低下

管路更新率（％）：当該年度に更新した管路
延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや
状況を把握できる

管路経年化率（％）：法定耐用年数を超えた管
路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示
している

有形固定資産減価償却率（％）：有形固定資産
のうち、償却対象資産の減価償却がどの程度進んで
いるかを表す指標で、資産の老朽化度合を示してい
る。

（２）老朽化の状況

15



第３章 水道事業の現状分析と課題
3．４ 経営の現状分析と課題

分析と課題

・石狩湾新港地域の順調な企業活動に伴い、市全体の水需要としては
横ばいもしくは微増傾向にあり、給水収益は堅調に推移
・しかし、人口減少及び生活様式の変化に伴い有収水量は減少傾向
・施設の老朽化による更新費用の増加等に加え、一般会計繰入金の減
少が見込まれる
・物価高騰の影響により、経営状況は厳しさを増してきており、今後
も計画的な事業運営が必要
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第4章 将来の事業環境
4．1 外的環境

〇2034（令和16）年度に
は、給水人口は減少に転じ
約55,100人と予測

〇１日最大給水量について
も近年微増もしくは横ばい
で推移しているが、郊外に
おける人口減少や世帯構成
の高齢化などにより減少に
転じ、約18,200㎥/日と予
測

（１）人口および給水量
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第4章 将来の事業環境
4．1 外的環境

〇2034（令和16）年度には、有収水量は減少傾向となり約4,890,000㎥/年と予測
〇これまでの供給単価をもとにした供給収益は 約13.2億円と予測

（２）給水収益

13.2億円
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第4章 将来の事業環境
4．1 外的環境

〇山間部や人口減少が進行する地域の水道は、
広域連携や施設統合などに係る条件が悪く、統
合が進まないのが現状
〇給水人口が100人以下の小規模水道施設を維
持するための持続可能な水道の構築が課題

（３）人口減少地域に対する水道事業 （４）大雨や地震など自然災害のリスク

実田浄水場濃昼浄水場

〇近年の自然災害は激甚化が増し、この10年間で、
平成29年に浜益区の大雨災害対応、平成30年に胆振
東部地震に起因するブラックアウトを経験
〇令和６年の能登半島地震では長期にわたる断水が
発生し、改めてライフラインの重要性が認識
〇応急給水体制や給水管を含めた復旧方法など、災
害対応の検討が必要
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第4章 将来の事業環境
4．1 外的環境

〇近年、問題となっているPFASのうちPFOS
及びPFOAについては、令和２年度に水質管
理目標設定項目に設定され、本市においても
年１回各状配水場系統で水質検査を実施し、
検出は認められていない
〇現在、国において対象物質や目標値などの
検討が行われていることから、基準が強化さ
れた場合には、適宜対応が必要

（５）PFASに関する対応

実田浄水場濃昼浄水場

[解説]
PFAS（ピーファス）
〇有機フッ素化合物のうち、ペルフルオロアルキル
化合物及びポリフルオロアルキル化合物の総称
〇１万種類以上の物質がある。

PFOS（ピーフォス）及びPFOA（ピーフォア）
〇PFASのうち水質管理目標設定項目に設定されて
おり、暫定目標値をこれら２物質の量の和として
50ng/Lとされている。
〇撥水性、撥油性と物理的・科学的な安定性を併せ
持つことから、溶剤、界面活性剤、繊維・革・紙・
プラスチック等の表面処理及びその原料、イオン交
換膜、潤滑剤、泡消火剤、半導体原料、フッ素ポリ
マー加工助剤など、幅広い用途で使用されている。
〇環境中で分解されにくく、高い蓄積性があること
から、国内外において製造、使用等が規制されてい
る。
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第4章 将来の事業環境
4．2 内的環境

〇令和４年度末の管路経年化率は全国平均を下回ってい
るが、数年で一気に耐用年数を迎える管路があり、更新
工事の継続が必要不可欠
〇夜間流量（漏水）の多い地区において、年数回、漏水
調査を実施し、漏水箇所の把握に努めている
〇漏水箇所を修繕または更新することで有収率の向上に
つながることから、漏水対策が必要
〇廃止施設の処分については、「施設処分方針」に基づ
き、民間や一般会計への売却を検討してきたが、売却先
の目途は立っていない状況
〇建物や機械設備の撤去に多額の費用が掛かる見込みで
あることから、水道会計の収支に大きな影響を及ぼさな
いよう、市の街づくり方針に沿って慎重な検討が必要

（１）施設の老朽化 旧花川南浄水場と旧緑苑台浄水場
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第4章 将来の事業環境
4．2 内的環境

〇水需要の減少に伴う水道収益の減収
や職員数の減少に対し、ICT技術を活
用した事業運営の効率化や最適化を検
討
〇ＤＸ化の推進により、業務の効率化
・省力化のほか、効率化により得られ
る人員の余剰をほかの業務に重点配分
が可能
〇国の取り組みやデジタル化に係る技
術動向を踏まえ、具体的な検討が必要

（３）上下水道一体化への対応（２）水道DXへの取り組み

〇令和６年４月から水道整備・管理行政が
厚生労働省から国土交通省・環境省へ移管
〇国土交通省は下水道を所管していたこと
から、上下水道を一体的に担うことで、相
乗効果を発揮し、効率化や基盤強化を推進
することを期待
〇本市においても、下水道と連携した取り
組みを検討
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ご静聴ありがとうございました。

次回、水道事業運営委員会では、これまでの
分析と課題に基づき、５～８章で
「水道の理想像と目標設定」
「推進する実現方策」
「経営戦略」
「実現方策の進め方とフォローアップ」
についてご説明します。

※次回開催は１１月末を予定


